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本論文では、平成23年3月11日に発生した東日本大震災により、二ヶ月近く途絶が発生した東北地方の

幹線鉄道ネットワークについて、途絶状況の時系列推移および事実関係を概観する。さらに、利用者損失

評価の適切性、新幹線ネットワークのリダンダンシー、在来線鉄道貨物の緊急物資輸送等の項目について、

分析のうえ考察を加えた。
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1. はじめに

平成23年3月11日14時46分発生の東北地方太平洋沖地

震（マグニチュード9.0・最大震度7（栗原市）・最大水

平加速速度2,700ガル（栗原市築館））によりもたらさ

れた災害が東日本大震災であるが、東北新幹線を始めと

する東北地方の幹線鉄道ネットワークも甚大な影響を被

っている。

震災直後、東北・上越・山形・秋田新幹線がいずれも

全線不通、在来線が東北六県全域で不通となるなど、影

響が相当広範囲に跨った。復旧は比較的短期間で進んだ

ものの、4月7日の最大余震（マグニチュード7.1・最大

震度6強（栗原市・仙台市宮城野区））で再度ダメージ

を受ける展開となり、厳しい断面が続いた。

本論文では、過去の途絶事例と対比しながら、東日本

大震災における東北地方の幹線鉄道ネットワークの途絶

状況の時系列推移および事実関係を概観し、これを分析

して考察を加えるものである。

２．既存研究

(1)幹線鉄道ネットワークの途絶に関する研究

日本の幹線鉄道ネットワークではリンク途絶の発生事

例は決して稀でなく、その状況に関する報告は多数存在

する 1)～5)等。

途絶発生の原因は主として災害であり、これら災害に

よる人的物的な被災状況、そして途絶及び復旧の状況に

関する記述に力点が置かれるのは、報告の性格からして

当然であり、不可欠な要素として求められている。また、

これら報告は当該事象の記述に限定されるべき性格を具

備していた。公刊されても頒布数が限定され、幅広い層

に読まれることを前提していないという特徴がある。

浅見らが行った幹線鉄道ネットワークにおけるリンク

途絶事例分析 6)は、複数のリンク途絶事例を体系的に分

析したうえで問題提起を図った研究である。なお、浅見

らは以下の事例について分析している。

阪神・淡路大震災（平成 7年）

土讃線水害（平成 10年）

有珠山噴火（平成 12年）

中越地震（平成 16年）

武蔵野線新小平駅水害（平成 3年）

東北地方の自然災害（昭和 40年代前半複数事例）

(2)中越地震における上越新幹線

上記浅見 6)のうち、平成 16（2004）年 10月 23日発生

の新潟県中越地震（マグニチュード 6.8・最大震度 7

（川口町）・最大水平加速度 846 ガル）による上越新

幹線の途絶事例は、本論文に大きく関わってくるため、
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以下に要約して記述する。

上越新幹線は地震直後全線不通となり、東京－越後湯

沢間が 10月 24日に、燕三条－新潟間は 10月 30日に、

長岡－燕三条間は 11 月 4 日にそれぞれ復旧した一方、

魚沼・妙見両トンネルの被害が大きかった越後湯沢－長

岡間の復旧は年末の 12月 28日となった。これは新幹線

における二番目の長期不通事例である。

上越新幹線東京－新潟間の利用者数は、通常時

23,000 人／日であったのが 、他モードによる代替を含

めても 7,000人／日に落ちこんだと速報された 7）。

11月 4日復旧

10月30日復旧

東京

那須塩原

一ノ関

盛岡

新青森

秋田

山形

新庄

上越新幹線

10月24日復旧

山形新幹線

秋田新幹線

東北新幹線

八戸

在来線
（第三セクターを含む）

12月28日復旧

新潟

仙台

燕三条

長岡

越後湯沢

定期高速バス

代
行
バ
ス

郡山

福島

図－１ 中越地震に関連する幹線鉄道ネットワーク

高速バスによる代替輸送は、まず 10月 25日より東京

－新潟間の定期路線が磐越自動車道経由で運行された。

次いで 10月 26日からは新潟－郡山間の定期路線を増便

したうえ「新幹線リレー号」とし、東北新幹線経由での

代替輸送を行った。10 月 29 日からは東京－新潟間定期

路線が関越自動車経由で運行できるようになり、さらに

増便されて上越新幹線の代替機能を分担した。10 月 31

日からは上越新幹線不通区間を連絡する代行バスが運行

された。

航空による代替輸送としては、東京－新潟間の臨時航

空路線が設定された（運行期間は平成 16（2004）年 10

月 24日から翌平成 17（2005）年 1月 4日まで）。

以上の代替輸送の利用者数を比較すると、

1)代行バス：平均的利用者数約 3,000人／日

最盛期には約 5,000人／日8)9)

2)航空：平均的利用者数約 3,000人／日8)9)10)

3)直通高速バス（関越道）：

平均的利用者数約 1,100人／日8)9)

4)東北新幹線－定期高速バス乗継：

平均的利用者数約 370人／日8)9)

5)直通高速バス（磐越道）：

平均利用者数 321人／日8)9)

の順となる。

(3)幹線鉄道ネットワークの途絶損失評価に関する研究

交通ネットワーク途絶発生時の社会的損失評価に関す

る研究は少なく、以下のものを挙げることができる。

地震などの大災害が発生した場合どのようなことが起

こるか、との問題意識を提起し、具体的な状況想定を行

った既存研究では、より重度の被災が考慮される傾向に

ある 11)12)。これら既存研究では、全モードに長期途絶が

発生するという極端な仮定が置かれている。これは、大

災害への備えを訴求するため被害のインパクトを敢えて

強調する意図によるものと想定される。

ここで、東日本大震災での被災は、これら極端な想定

をも凌ぐ規模に達したこと、また交通機関の復旧はより

早期に行われた点に留意しなければならない。端的にい

えば、東日本大震災規模の災害では、事前想定が難しい

ことが示唆されている。

谷口らは、新幹線ネットワークの特定リンクが確定的

に途絶したと仮定し、航空負荷量増大という指標を呈示

している 13)。この研究では新幹線の代替モードは航空と

いう前提を置いており、これは幹線鉄道ネットワークの

現況によく合致している。

浅見は、幹線鉄道ネットワークの特定リンクに着目し、

リンク途絶による社会的損失を、利用者の挙動、消費者

余剰分析による利用者損失、観光消費額減少の三指標か

ら定量的な評価を加えている 14)。

浅見 15)はさらに、幹線鉄道ネットワークの代替ルート

構築は、リンク途絶時の社会的損失緩和に寄与すること

を示している。

在来線の途絶における社会的損失を評価する研究はさ

らに少ない。日野ら 16)は産業連関表を用いて、有珠山噴

火に伴う鉄道貨物の輸送量減少による経済的影響を求め

ており、鉄道貨物途絶の社会的損失評価を行った稀少な

研究である。

３．時系列推移

本章においては、参考文献18)-22)の記述などから、

東日本大震災における東北地方の幹線鉄道ネットワーク

の途絶状況の時系列推移を概観する。

(1)東北新幹線

東日本大震災において、東北新幹線が受けた影響につ

いて、時系列推移を列記すると、以下のとおりとなる。

3月11日 東北地方太平洋沖地震発生

東京－新青森間（714.0km）全線不通

3月15日 東京－那須塩原間（157.8km）復旧

3月22日 盛岡－新青森間（178.4km）復旧

4月 7日 一ノ関－盛岡間（90.5km）復旧

最大余震発生一ノ関－新青森間再び不通

4月12日 那須塩原－福島間（115.0km）復旧
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4月13日 盛岡－新青森間（178.4km）復旧

4月23日 一ノ関－盛岡間（90.5km）復旧

4月25日 福島－仙台間（79.0km）復旧

4月29日 仙台－一ノ関間（93.3km）復旧

東北新幹線全通

4月12日復旧

4月 7日復旧・4月23日復旧

東京

那須塩原

一ノ関

盛岡

新青森

秋田

山形

新庄

東北新幹線

3月15日復旧

3月22日復旧・4月13日復旧

4月25日復旧

山形新幹線

秋田新幹線

上越新幹線

八戸

在来線
（第三セクターを含む）

4月29日復旧

新潟

郡山

福島

仙台

図－２ 東日本大震災に関連する幹線鉄道ネットワーク

東北新幹線では耐震補強を進めており、構造物が全壊

する箇所はなかった。また、トンネルの被災が少なかっ

たことから、構造物復旧は早期に概成している。

ところが、電化柱の折損等が約540箇所、架線断線約

470箇所と電気設備の損傷が多く（全被災箇所の8割以

上）、不通区間の延長が長距離に渡った。さらに、これ

ら被災箇所の大部分を修復した時点で4月7日の最大余震

があり、新たな被災箇所・不通区間が生じ、復旧までに

更に時間を要することになった23)。

なお、東北新幹線では早期地震検知警報システムが機

能し、営業列車では脱線等の事故は発生せず、利用者の

死傷もなかった。

(2)上越・山形・秋田新幹線

東北新幹線に関連する新幹線の影響について、時系列

推移を列記すると、以下のとおりとなる。

3月11日 東北地方太平洋沖地震発生

上越・山形・秋田新幹線とも全線不通

3月12日 上越新幹線全線復旧

3月18日 秋田新幹線全線復旧

3月31日 山形新幹線全線復旧

4月 7日 最大余震発生

上越・山形・秋田新幹線とも再び不通

4月 8日 上越新幹線全線復旧

4月 9日 秋田新幹線全線復旧

4月11日 山形新幹線全線復旧

(3)在来線（幹線系）

東北地方の在来線は東北新幹線以上に大きな影響を受

けた。主要区間について時系列推移を列記すると、以下

のとおりとなる（ただし一部の経緯は省略）。なお、東

北本線の経営主体は区間により異なるが、同じ東北本線

として記述している。

3月11日 東北地方太平洋沖地震発生

東北・奥羽・羽越本線全線不通

磐越西線全線不通

3月14日 羽越本線（酒田－秋田間）復旧

奥羽本線（秋田－弘前間）復旧

3月15日 奥羽本線（弘前－青森間）復旧

3月16日 東北本線（八戸－青森間）復旧

3月17日 東北本線（宇都宮－黒磯間）復旧

3月18日 東北本線（盛岡－八戸間）復旧

3月19日 石油輸送列車盛岡に到着

3月20日 東北本線（一ノ関－盛岡間）復旧

3月26日 磐越西線（津川－郡山間）復旧し全通

石油輸送列車郡山に到着

4月 5日 東北本線（本宮－福島間）復旧

4月 7日 東北本線（福島－岩沼間）復旧

4月12日 東北本線（黒磯－安積永盛間）復旧

4月21日 東北本線（仙台－一ノ関間）復旧し全通

(4)在来線（三陸沿岸部）

東北地方の在来線のうち、三陸沿岸部の路線は大津波

により、きわめて甚大な被害を受けている。三陸沿岸部

の路線（石巻線以北）の復旧経緯は以下のとおりである。

3月16日 三陸鉄道（久慈－陸中野田間）復旧

3月19日 八戸線（八戸－鮫間復旧）

3月20日 三陸鉄道（宮古－田老間）復旧

山田線（盛岡－上米内間）復旧

3月24日 八戸線（鮫－階上間）復旧

3月26日 山田線（上米内－宮古間）復旧

3月28日 釜石線（花巻－遠野間）復旧

3月29日 三陸鉄道（田老－小本間）復旧

4月 1日 大船渡線（一ノ関－気仙沼間）復旧

4月 6日 釜石線（遠野－釜石間）復旧

4月 7日 最大余震発生

上記のうち三陸鉄道を除き再び不通

4月10日 八戸線（八戸－階上間）復旧

4月12日 釜石線（花巻－釜石間）復旧

4月13日 山田線（盛岡－宮古間）復旧

4月17日 石巻線（小牛田－前谷地間）復旧

4月18日 大船渡線（一ノ関－気仙沼間）復旧

4月29日 気仙沼線（前谷地－柳津間）復旧

5月19日 石巻線（前谷地－石巻間）復旧

8月中旬 八戸線（階上－種市間）復旧予定

なお、石巻線（石巻－女川間）・気仙沼線（柳津－気

仙沼間）・大船渡線（気仙沼－盛間）・三陸鉄道（盛－
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釜石間）・山田線（釜石－宮古間）・三陸鉄道（小本－

陸中野田間）・八戸線（種市－久慈間）については、本

論文投稿時点では復旧の目途が立っていない。

写真－１ 三陸鉄道南リアス線島越駅付近被災状況

４．途絶にかかる事実関係

(1)東北新幹線の復旧

東北新幹線が不通となった日数は、最も長期間に渡っ

た仙台－一ノ関間でも49日間（地震発生日を含む／以下

同じ）であり、阪神・淡路大震災の山陽新幹線（新大阪

－姫路間）の81日間、中越地震の上越新幹線（越後湯沢

－長岡間）の66日間と比べ、短期間で復旧されている。

また、段階を追って部分復旧を重ね、途絶リンクを最小

限にとどめる工夫も図られている。

図－３ 東北新幹線の途絶状況概念図

その一方で、不通となった区間の延長が長いという特

徴がある。東北新幹線において、不通区間の距離に不通

日数（※）を乗じた値は18,700を超えることとなった。

なお、同じ手法で計算すると、山陽新幹線（阪神・淡路

大震災）では7,400、上越新幹線（中越地震）では5,900

となり、東北新幹線が受けた影響の大きさが理解できる。

※3月11日は不通期間を半日とした。4月7日は深夜の余震のため不通期間を0日とした。

結果として東北新幹線は、阪神・淡路大震災の山陽新

幹線に匹敵するかそれ以上の影響を被ったことになる。

(2)東北新幹線の代替交通機関

東北新幹線の代替交通機関となったのは、主に航空と

高速バスである。特に高速バスは、震災翌日から運行再

開され20)、臨時便・増発便等が多数運行されるなど被災

地最初の公共交通機関として機能した例が多い。航空で

は山形空港等が活用され、臨時便設定、大型機投入など

により輸送力確保が図られた。

なお、これらの代替交通機関の運行区間・運行本数は

webサイトにまとめられ、広く周知されている22)。また、

高速バス計31路線の輸送実績が速報されており、3月27

日に7,335人／日がピークとされている20)。

鉄道には、全き状態まで復旧しなければ運行再開でき

ない特性があり、途絶した場合、初期には他モードによ

る代替に依存せざるをえない。

ここで、上越新幹線経由の定期高速バスという代替ル

ート（東京－（上越新幹線）－新潟－（定期高速バス）－仙台）も見

られた。上越新幹線は3月12日に、定期高速バスは3月14

日にそれぞれ復旧していることから、かなり早い段階か

ら新幹線の代替ルートとして機能したこととなる。これ

は、2(2)に記した中越地震での事例のように、他の新幹

線が代替ルートとして機能した断面といえる。

図－４ 可通交通機関の案内（4月1日版・部分）22)

なお、弊社においても上記ルートにて仙台に乗りこみ、

仙台空港鉄道の業務支援、仙台在勤職員の生活支援など

を行った実績がある。

新幹線－高速バスという代替ルートは、このほかにも

那須塩原－福島・郡山・新白河・仙台などで見られた。

また、絶対数は少ないと推測されるものの、航空便か

ら「はやて」「こまち」に乗り継ぎ、盛岡に乗り込む流

動も見られたといわれている例えば24)。

月日
東
京

那
須
塩
原

福
島

仙
台

一
ノ
関

盛
岡

八
戸

新
青
森

3.11 78.9 57.5 39.5 46.65 45.25 89.2
3.12 157.8 115 79 93.3 90.5 178.4
3.13 157.8 115 79 93.3 90.5 178.4
3.14 157.8 115 79 93.3 90.5 178.4
3.15 115 79 93.3 90.5 178.4
3.16 115 79 93.3 90.5 178.4
3.17 115 79 93.3 90.5 178.4
3.18 115 79 93.3 90.5 178.4
3.19 115 79 93.3 90.5 178.4
3.20 115 79 93.3 90.5 178.4
3.21 115 79 93.3 90.5 178.4
3.22 115 79 93.3 90.5
3.23 115 79 93.3 90.5
3.24 115 79 93.3 90.5
3.25 115 79 93.3 90.5
3.26 115 79 93.3 90.5
3.27 115 79 93.3 90.5
3.28 115 79 93.3 90.5
3.29 115 79 93.3 90.5
3.30 115 79 93.3 90.5
3.31 115 79 93.3 90.5
4.01 115 79 93.3 90.5
4.02 115 79 93.3 90.5
4.03 115 79 93.3 90.5
4.04 115 79 93.3 90.5
4.05 115 79 93.3 90.5
4.06 115 79 93.3 90.5
4.07 115 79 93.3
4.08 115 79 93.3 90.5 178.4
4.09 115 79 93.3 90.5 178.4
4.10 115 79 93.3 90.5 178.4
4.11 115 79 93.3 90.5 178.4
4.12 79 93.3 90.5 178.4
4.13 79 93.3 90.5
4.14 79 93.3 90.5
4.15 79 93.3 90.5
4.16 79 93.3 90.5
4.17 79 93.3 90.5
4.18 79 93.3 90.5
4.19 79 93.3 90.5
4.20 79 93.3 90.5
4.21 79 93.3 90.5
4.22 79 93.3 90.5
4.23 79 93.3
4.24 79 93.3
4.25 93.3
4.26 93.3
4.27 93.3
4.28 93.3
4.29
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4月12日復旧

4月 7日復旧・4月23日復旧

東京

那須塩原

一ノ関

盛岡

新青森

秋田

山形

新庄

東北新幹線

3月15日復旧

3月22日復旧・4月13日復旧

4月25日復旧

山形新幹線

秋田新幹線

上越新幹線

八戸

在来線
（第三セクターを含む）

4月29日復旧

定期高速バス

臨時高速バス

新潟

郡山

福島

仙台

図－５ 東北新幹線を代替した高速バス

（新幹線に接続した路線の例を図示）

これら代替ルートでは、前述した弊社職員のような、

個人レベルで支援物資を運搬して被災地入りした利用者

が見られた、とも伝えられている。

(3)在来線（貨物列車）

多くの在来線の途絶事例においては、通勤列車や特急

列車に着目されることが多い。貨物列車については、輸

送障害が日常的に発生しうるため、どのようなモードで

あれ早期に代替輸送が確保できれば問題ない、という見

方が一般的であった例えば25)。有珠山噴火の事例において

も、鉄道による代替経路と確保できた輸送量が着目され

ている4)。これらの見方は、貨物の出発地・目的地と途

絶リンクに地理的な関連が薄い場合において、概ね妥当

であろう。

ところが、東日本大震災においては、道路・航空・海

運いずれのモードにおいても途絶が生じており、かつ、

被災地では物資（特に石油）が極度に逼迫した。即ち、

被災地を目的地とする貨物輸送の需要が生じ、鉄道貨物

による早期の輸送確保が期待された。

鉄道にも被災者の生存に関わる緊急物資輸送が求めら

れたという意味において、過去に例を見ない、切実かつ

切迫した状況が顕現した。

在来線ネットワークにおいては、日本海沿岸の各路線

が早期に復旧できたため、貨物列車は新潟県経由で迂回

運行された。

岩手県向け石油輸送列車が根岸（横浜市内）を出発し

たのは3月18日、上越線・羽越本線・奥羽本線経由で盛

岡に到着したのは3月19日であった26)。

また、根岸からは3月25日には福島県内向けの石油輸

送列車が出発し、上越線・磐越線を経由し、翌3月26日

に郡山に到着した。

このほか、百済（大阪市）－東青森間の定期コンテナ

列車が救援物資輸送を担った事例が報じられている27)。

東京

那須塩原

一ノ関

盛岡

新青森

秋田

山形

新庄

3月18日まで復旧

3月26日まで復旧

新幹線

八戸

在来線
（第三セクターを含む）

新潟

郡山

福島

仙台

3月26以降に復旧

図－６ 石油輸送列車に関連する在来線ネットワーク

(4)復旧状況の報道

震災後の交通機関復旧に関しては、各モードで伝えら

れているなかで、鉄道（特に新幹線）に関して扱う記事

は数多い。表－１に、筆者らが把握しえた代表的な報道

を列挙する。

表－１ 幹線鉄道復旧に関する報道

月日 新聞社名 見出し（一部）

デーリー東北 八戸－青森間運転再開

東奥日報 青い森鉄道青森八戸間きょう運転再開

朝日新聞 東北新幹線一部で復旧

岩手日報他3紙 盛岡－新青森23日再開へ

デーリー東北他2紙 八戸－鮫運転再開

3月21日 デーリー東北 山形－首都圏鉄道再開

3月22日 東奥日報他4紙 新青森－盛岡再開

東奥日報 「良かった」安堵の声（盛岡－新青森間復旧）

朝日新聞 新幹線戻った（盛岡－新青森間復旧）

岩手日報 高速交通網徐々に復旧（盛岡－新青森間復旧）

3月24日 デーリー東北 鮫－階上運行再開

3月29日 河北新報 一ノ関－盛岡来月8日再開

岩手日報 「復興の足」支える職員・三陸鉄道宮古－小本間再開

朝日新聞 寝台特急あけぼの来月から運行再開

3月31日 東奥日報 山形新幹線が一部運行再開

4月3日 讀賣新聞 「トワイライト」運行再開

4月5日 デーリー東北他5紙 一ノ関－盛岡7日再開

4月7日 岩手日報 ＪＲ釜石線が全線復旧

4月12日 デーリー東北 盛岡－新青森あす再開

河北新報 東北新幹線東京－仙台27日にも運転再開

日本経済新聞他2紙 支援の道つながった・新幹線那須塩原－福島で再開

東奥日報他4紙 新青森－盛岡再開

4月15日 河北新報他2紙 東北線一ノ関－仙台間21日再開し全線開通へ

4月18日 日本経済新聞 東北新幹線復興の力に・企業活動再開支援にも期待

日本経済新聞 新幹線被災で青森悲鳴

東奥日報他10紙 東北新幹線全線再開30日ごろ

4月21日 東奥日報 ＪＲ東北線きょう全線復旧・救援物資の輸送加速

4月22日 岩手日報他3紙 経済再生へ大動脈復旧・ＪＲ東北線全線再開

長崎新聞他7紙 東北新幹線29日に全線再開

朝日新聞 県内に歓迎ムード

東奥日報 「元気回復の契機」県内関係者喜びの声

4月24日 岩手日報他4紙 新幹線盛岡－一ノ関で再開・通勤通院客の負担軽減

4月25日 東奥日報 仙台－東京間が開通・復興の動き後押し期待

河北新報他7紙 東北新幹線東京－仙台再開・復興へ期待広がる

産経新聞 東北新幹線東京－仙台運転再開・大動脈復興の支え

4月27日 産経新聞 東北新幹線再開・観光と経済の立て直しに

4月28日 東奥日報 東北新幹線あす全線運行再開・ＧＷ観光盛り上がり期待

4月29日 日本経済新聞 東北新幹線きょう全線運行再開・観光復興の動脈に期待

東奥日報 東北新幹線49日ぶり全線復旧・観光客ら続々と

東奥日報 桜の下日本復興願う・弘前公園人出どっと13万人

朝日新聞 50日ぶり「活気戻った」・ＧＷ初日帰省観光客続々

朝日新聞 希望を乗せて・「会いたい」ホームに列

新潟日報 被災地の駅笑顔満開・乗客ら「観光で貢献したい」

讀賣新聞 九州～東北新幹線2000キロ開通・心つなぐ・各駅にぎわう

讀賣新聞 ＧＷ新幹線再開が追い風・観光地復活ＰＲ・復興の火付け役に

日本経済新聞 東北新幹線が全線開通・被災地の復興加速に期待

河北新報 大動脈待望の復旧

岩手日報 東北新幹線震災から50日・全線再開・復興経済再生へ弾み

長崎新聞 新青森～東京復旧・客足明るい兆し・旅行客回復の兆し

佐賀新聞 東北新幹線全線復旧・復興へ観光客呼び戻せ

新潟日報 東北新幹線が全線再開・復興を後押し

3月16日

3月19日

3月23日

3月30日

4月30日

4月13日

4月19日

4月23日

4月26日
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これら報道を見ると、幹線鉄道復旧に関して、被災地

の復興（特に観光客入込）、及び経済効果に対する期待

感が大きいことがうかがえる。また、精神的・心理的な

支えになる旨の記事も少なくなく、報道の数とあわせ、

復旧・復興のシンボルともなっている。

５．途絶状況に関する分析及び考察

(1)利用者損失評価の適切性

東北新幹線のリンク途絶による社会的損失の定量的評

価は、浅見14)15)の方法で算出可能である。3.(1)の試算値

及び輸送量を鑑みれば、阪神・淡路大震災と同等程度な

いしそれ以上の水準に達するのは確実と推測できる。

ただし、多くの人命財産が損なわれ、広範囲の社会基

盤が大きな打撃を受けた状況において、これが有意な評

価となりうるかどうか、疑問なしとはできない。よって、

本論文では定量的評価を敢えて行っていない。

これは現在確立されている社会的損失（便益）評価手

法に関する根源的な疑問ともいえる。災害のリスク評価

は、発生事象に発生確率を乗じるのが一般的ではある。

しかし、千年に一度の大災害だからと、東日本大震災の

被災に1/1000を乗じることが人間の感覚に適うとはいい

にくい。

首藤28)の「数十年に一度の洪水を防ぐ効果と、新道路

の周辺が経済的に発展する効果とを比較すると、全く問

題にもならないと云う。……人間が生きていなければ、

生活の快適さをいくら目指しても意味がないはずだが、

便益のなかに人間の生命が算定されていない矛盾を抱え

込みながら、物事は進行していった」という指摘は、社

会的損失（便益）評価が本質的に抱える問題を鋭く穿つ

ものである。

(2)新幹線ネットワークのリダンダンシー

現在の新幹線ネットワークにおいて、ある路線が他の

路線を直接代替することはできない。ここで、3.(1)及

び4.(2)に記したとおり、高速バスと連絡する形をもっ

て、上越新幹線と東北新幹線が相互に代替したという事

実はきわめて重要と考えられる。

直線距離で新潟－郡山間は約130km、新潟－仙台間は

約160kmあるなかで、高速バスとの連絡により、代替ル

ートの一つとして機能しうることが確認できた。この事

実は、幹線鉄道ネットワーク整備の将来像について、あ

るべき姿を示唆している。

直接代替する経路の存在が理想であることはいうまで

もない15)。また、前述したとおり、100～150km程度の離

隔があっても、高速バス等他モードと連絡する形で代替

ルートとして機能しうる。

例えば北陸新幹線が全通すれば東海道新幹線を直接代

替可能であるし、部分開業段階でも代替ルートになりえ

ることからリダンダンシー強化につながる。

東日本大震災代替輸送の利用者数実績は現時点では必

ずしも詳らかではないが、中越地震の実績を鑑みれば、

復旧後はより短い所要時間でより多くの輸送量を担って

いると思われる。東北新幹線においても、復旧後に多く

の利用者を輸送することで、社会経済活動浮揚の一助に

なっているはずである。

(3)新幹線ネットワークの強靭性

3(1)に記したとおり、東北新幹線では耐震補強が進め

られている。また、近年開業した盛岡－新青森間では阪

神・淡路大震災を踏まえた耐震設計が採用されており、

耐震性能がもともと高い。

阪神・淡路大震災及び中越地震と比較して早期復旧を

果たした実績から、新幹線の強靭性は全体として大幅に

向上しているといえる。

この観点から、東北新幹線及び関連路線の復旧時期を

再編集してみる。

3月11日 関連線区全線不通

3月12日 上越新幹線全線復旧

3月14日 新潟－仙台間定期高速バス運行再開

3月15日 東北新幹線（東京－那須塩原間）復旧

3月18日 秋田新幹線全線復旧

3月22日 東北新幹線（盛岡－新青森間）復旧

3月31日 山形新幹線全線復旧

即ち、大震災から3～4日後には新幹線－高速バス乗継

ルートが構成され、11日後には青森・秋田から盛岡に入

るルートが復旧し、20日後には山形から福島に入るルー

トが復旧した。これは航空（花巻空港3月16日復旧）、

高速バス（3月12日から運行再開した路線あり・多くの

路線で3月16日より運行再開）と比べ決して遜色ない。

これら復旧は、特に東北新幹線の復旧において、4(3)

に記したとおり大きく報道されており、社会的関心が高

い出来事だったことがわかる。また、新幹線ネットワー

クが比較的短期間で復旧されたことから、4(2)に記した

ように、個人レベルでの支援物資運搬等にも利用された

と考えられる。

(4)在来線鉄道貨物の緊急物資輸送

過去の大規模災害において、鉄道貨物が緊急物資輸送

を担った事例はなかったか、あっても着目されず明確な

記録が残されていない。東日本大震災においては、鉄道

貨物は石油輸送列車・コンテナ列車を通じて、被災者の

生存に関わる緊急物資輸送を担った。

在来線ネットワークのリダンダンシーが充分確保でき

ているとはいいがたいとしても、新幹線ネットワークと

比べれば相対的に優位である。特に東北地方に関しては、

東北本線及び羽越本線・奥羽本線の幹線二経路が存在し



7

ており、相互代替が可能である。

東日本大震災における鉄道の緊急物資輸送は、在来線

ネットワークのリダンダンシーを示すとともに、鉄道貨

物が他モードを代替しうる断面を示した。

(5)時間経過に伴う輸送のニーズ

大規模災害発生時における緊急輸送の対象は、およそ

以下のように想定されている例えば29)。

第一段階：救助救命活動・防災活動等

第二段階：食糧・水等生命維持に必要な物資

避難活動・応急復旧等

第三段階：生活必需品・災害復旧等

5(2)に記したとおり、鉄道は交通機関としての特性か

らこれら緊急輸送の担い手にはなりにくく、専ら被災後

の復興を支えるモードとして機能していた。ところが、

この東日本大震災においては、4(3)に記したとおり、鉄

道貨物輸送が第二・第三段階でも貢献している。

新幹線においても、4(2)に記したとおり、個人レベル

での支援物資運搬等に利用されととすれば、絶対数の多

寡は措くとして、緊急物資輸送にも貢献したことになる。

このことから、鉄道のリダンダンシーを高めることは、

被災直後時点において、全モードを通じたリダンダンシ

ー向上に寄与するものと考えられる。

６．まとめ

本論文においては、東日本大震災による幹線鉄道ネッ

トワークの途絶について、以下のような知見を得た。

(1)東北新幹線

東北新幹線においては、耐震補強等が効力を発揮し、

復旧に要した期間は過去の事例より短かった。

ただし不通区間の延長が長く、リンク途絶による社会

的損失は甚大だったと推測できる。

東北新幹線の主な代替交通機関は、航空・高速バスが

担った。また、上越新幹線－定期高速バス乗継という経

路も代替ルートの一つとなった。

新幹線はその特性から、途絶初期においては代替輸送

を他モードに依存せざるをえない。しかしながら、復旧

後には、より短い所要時間でより多くの輸送量を担い、

沿線地域の社会経済活動を支えたと考えられる。

(2)在来線鉄道貨物の緊急物資輸送

日本海沿岸の路線が早期復旧され、東北本線の代替ル

ートとして機能した。その結果、根岸－盛岡間の石油輸

送列車等の緊急物資輸送を、鉄道貨物が担った。

(3)新幹線ネットワークのリダンダンシー

新幹線ネットワークは現状において、リダンダンシー

が高いとはいえない。理想としては、相互に直接代替可

能な路線・区間があるネットワーク構築を目指すべきで

ある。すぐその段階には至らずとも、100～100km程度の

離隔であれば、高速バス等他モードと連絡することによ

る代替ルート構築が可能であり、リダンダンシー強化を

図ることができる。

(4)新幹線ネットワークの強靭性

東日本大震災における東北新幹線が、阪神・淡路大震

災及び中越地震と比較して早期復旧を果たした実績から、

新幹線の強靭性は以前と比べ向上したといえる。

これは、阪神・淡路大震災後に定められた耐震設計が

効能を発揮した結果と考えられる。

７．結び

東日本大震災は千年に一度という規模での災害と目さ

れており、「未曾有」「想定外」といった言葉が多用さ

れている。その一方で、1,100年以上前に起きた貞観地

震に類似しているという見解も有力である。我々は技術

者・工学者の一人として、現実に発生した事実に対して

謙虚であらねばならないと考える。

我々は今まで、大きな震災を契機として耐震設計基準

を見直すなどしてきた。これらの取り組みが効能を発揮

した断面が存在していることは事実だが、まだ充分及ば

ない断面が残っていることもまた事実である。

東日本大震災において発生したこれら「事実」を通じ、

学ぶべき、かつ実践に移すべき教訓は多い。本論文が災

害に強い幹線鉄道ネットワーク構築の礎として、参考の

一助となれば幸いである。
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A study for link disruption of inter-regional railway network
in Tohoku area on the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake

Hiroki IMAI, Hitoshi ASAMI and Toshiji TAKATSU

“The 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake” caused damage to inter-regional railway net-
work, and many case of link disruption had been occuerd; on Tohoku Shinkansen, Yamagata Shinkansen,
Akita Shinkansen, Tohoku line, and so on. Many number of trains had been stopped. We made a survey
of time-series concerning event of link disruption and those restoration. And we try to analyze and sug-
gest; evaluation method of social loss, redundancy of inter-regional railway network, rail freght for criti-
cal material, and so on.


